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我が国が直面する時代の潮流と課題、その地方への影響

6つの時代の潮流と課題*

①急激な人口減少、少子化①急激な人口減少、少子化

②異次元の高齢化の進展②異次元の高齢化の進展

③都市間競争の激化などｸﾞﾛｰﾊﾞﾘ
ｾﾞｰｼｮﾝの進展

③都市間競争の激化などｸﾞﾛｰﾊﾞﾘ
ｾﾞｰｼｮﾝの進展

④巨大災害の切迫、ｲﾝﾌﾗの老朽化④巨大災害の切迫、ｲﾝﾌﾗの老朽化

⑤食料・水・ｴﾈﾙｷﾞｰの制約、地球環
境問題

⑤食料・水・ｴﾈﾙｷﾞｰの制約、地球環
境問題

⑥ICTの劇的な進歩など技術革新の
進展

⑥ICTの劇的な進歩など技術革新の
進展

＊国土交通省「国土のグラ ンドデザイン２０５０」（平成２６年７月４日公表）

【人口・国民生活への影響】
○地域ｺﾐｭﾆﾃｨの維持・保全への悪影響（担い手不足・経済的負担の増大）

○生活上の不便（“買い物弱者”、“交通弱者”等）

○高齢者の孤立化・無縁化
○遊休土地・空き家の増加
○生活・文化・風土の多様性喪失
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○遊休土地・空き家の増加
○生活・文化・風土の多様性喪失

【社会基盤・ｼｽﾃﾑへの影響】
○国土の維持・保全の困難化（特に中山間地、森林、離島等）

→国土の荒廃、災害への脆弱性、景観の劣化

○交通・生活ｲﾝﾌﾗの維持管理の困難化、ｲﾝﾌﾗへのﾆｰｽﾞの変化
○大都市への集中に伴う災害ﾘｽｸの増大
○高齢化に伴う財政負担増（年金、公的医療ｻｰﾋﾞｽ、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等市街地整備等）

○少子化に伴う公的ｻｰﾋﾞｽの供給体制の見直し（初中等教育、保育等）

○一人当たり行政ｺｽﾄの増加
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【産業・雇用への影響】
○需要の減少（消費需要、住宅需要等）

○企業の退出・生産拠点の海外移転等による雇用・所得の縮小、雇用の
ﾐｽﾏｯﾁの発生

○海外製品との競合・地場産業の競争力の後退
○労働力人口の減少、労働生産性の低下
○生活関連ｻｰﾋﾞｽ供給の困難化（小売、医療介護、教育等）

○税収の減少

【産業・雇用への影響】
○需要の減少（消費需要、住宅需要等）

○企業の退出・生産拠点の海外移転等による雇用・所得の縮小、雇用の
ﾐｽﾏｯﾁの発生

○海外製品との競合・地場産業の競争力の後退
○労働力人口の減少、労働生産性の低下
○生活関連ｻｰﾋﾞｽ供給の困難化（小売、医療介護、教育等）
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地方への影響
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【2010年を100とした場合の2050年の人口増減状況】

６割以上（63％）の地点で現在の半分以下に人口が減少

0％以上50％未満減少

凡例：2010年比での割合

増加

50％以上減少（無居住化含む）

50%以上減少 0%以上50%未満減少

市区町村の
人口規模

人口減少率

全国平均
の減少率

約24％

居住地域の２割が無居住化

（出典）総務省「国勢調査報告」、国土交通省国土政策局推計値を基に作成。

無居住化

○2050年の我が国全体の姿を≪１km２毎の地点≫に区切ってみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地
域の６割以上に（※現在の居住地域は国土の約５割）。

○人口規模が小さくなる市区町村ほど、人口減少率が高くなる傾向。特に、現在人口１万人未満の市区町村では人
口がおよそ半分に減少。
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人口流出による地方への影響

○日本創成会議によれば、地方からの人口流出がこのまま続くと、人口の「再生産力」を示す若年女性（20～39歳）が

2040年までに50％以上減少する市町村が、８９６（全体の49.8％）に上ると推計（「消滅可能性都市」）。

○さらに、このうち人口が1万人を切る市町村が５２３（全体の29.1％）と推計。

（出典）日本創成会議・人口減少問題検討分科会「ストップ少子化・地方元気戦略」（平成26年5月）を基に作成。

（注）「移動率収束」は、「国立社会保障・人口問題研究所(社人研)」の推計で、移動率が将来的には一定程度に収束す
ることを前提としている。一方、「移動率収束せず」は、地域間の人口移動が将来も収束し ないと仮定して「日本創

成会議・人口減少問題検討分科会」にて独自に推計。
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若年女性（20～39歳）が半分以下になる自治体比率（2010→2040年）

移動率収束 移動率収束せず

（自治体割合）
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人口規模とサービス施設の立地(三大都市圏※を除く)

○様々なサービス供給は、需要の大きさ等を踏まえ、人口規模により施設の立地がされる傾向。
○将来的には施設立地の状況は変わり得るものであるが、今後の都市機能の確保や都市間の連携等を検討する
際には、こうした状況を十分に踏まえて検討することが重要。

（注１）2050年の市町村別人口は、国土交通省国土政策局推計値
（注２）2010年、2050年ともに、人口規模別の市町村数は、平成22（2010）

年12月1日現在の三大都市圏を除く1,260市区町村を基準に分類

（出典）総務省「平成21年度経済センサス」、厚生労働省「医療施設調査 病院報告（平成24年10月）」、同「介護サービス施設・事
業所調査（平成24年10月）」日本救急医学会HP、wellnes HP、日本ショ ッピングセンター協会資料、日本百貨店協会HP、メル

セデスベンツ・フォ ルクスワーゲン・BMW各HP、スターバックスコーヒージャパン資料をもとに、国土交通省国土政策局作成

（参考）20１0年と2050年における人口規模別の市町村数（三大都市圏※を除く）

2,500人

5,500人 6,500人

52,500人32,500人

百貨店【100】
275,000人

17,500人

42,500人

175,000人

175,000人

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1万人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

一定の人口規模の市町村のう ち、当該産業の事業所が１つで も存在する 市町村の割合（存在確率）
が50％（左端）と80％（右端）を 上回るよう な人口規模で、最も小さいもの（値は区間平均。
例えば、0～1,000人の市町村で最初に50%を 超えた場合は500人と表記）。

左端：存在確率50％ 右端：存在確率：80％

存在確率

人口規模

100%
80%

50%

存在確率50%
の人口規模

存在確率80%
の人口規模

書籍・文房具小売業【24,630】

1,500人

47,500人32,500人

飲食料品小売業【216,158】

500人

※存在確率の算出に おいては、各人口
規模別の市町村数を考慮して、1万人

以下の市町村は1,000人毎、1万～10
万は5,000人毎、10万人以上は5万人
毎に区分して計算。

フィットネスクラブ 【1,392】

カ ラオケボッ クス業【3,488】

学習塾【24,717】

ハンバーガー店【2，541】

映画館【315】

銀行（中央銀行を 除く）【8,678】

9,500人6,500人

57,500人

82,500人

87,500人

72,500人

4,500人
酒場、ビ アホール【66,081】

500人

87,500人

存在確率
一定人口規模で当該産業の事業所が存在する市町村数

一定人口規模の全市町村数
X 100（%）＝

興行場、興行団【802】

62,500人

公認会計士事務所【827】
275,000人

77,500人

救命救急センター施設【142】

法律事務所【3,259】

結婚式場業【880】

97,500人
地域医療支援病院【274】

175,000人

500人
旅館、ホテル【35,268】

52,500人

57,500人

金融商品取引業【1,182】

500人

飲食店【325,141】

27,500人17,500人

税理士事務所【11,063】

ペット・ペット用品小売業【2,299】

225,000人175,000人

外車ディーラ ー3大ブランド【287】

5,500人 17,500人

遊戯場【12,070】

2,500人 7,500人
喫茶店【28,777】

9,500人 22,500人

男子服小売業【10,773】

4,500人 17,500人

音楽教授業【11,590】

32,500人27,500人

外国語教授業【3,514】

77,500人32,500人

学術・開発研究機関【2,537】

175,000人125,000人

大学【440】

9,500人6,500人

通所・短期入所介護事業【8,044】

47,500人 87,500人

イン ターネット付随サービス業【1,883】

27,500人

52,500人

自動車賃貸業【3,304】

22,500人

47,500人

音楽・映像記録物賃貸業【1,907】

87,500人

57,500人 87,500人

博物館、美術館【1,213】

経営コン サルタント業【4,026】

37,500人 62,500人

27,500人

500人 4,500人

2,500人 一般病院【4,554】

歯科診療所【30,966】

介護老人福祉施設【3,689】
訪問介護事業【6,406】

27,500人8,500人

42,500人

32,500人

500人

500人
一般診療所【48,083】

有料老人ホーム【1,293】

5,500人

介護療養型医療施設【1,227】

125,000人

62,500人
225,000人 375,000人

先進医療を 実施する 病院【241】

ショ ッピングセンター
（売場面積15,000㎡以上）【491】

77,500人 92,500人

500人

郵便局【12,457】

175,000人 275,000人

スターバックスコーヒー【345】

37,500人

225,000人

275,000人

61 98 96 95 67

240
305

163
81 41 13

166 182
99 85 70

214 249
115

44 27 9
0

100
200
300
400
500

0～2,000人 2,000～4, 000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8, 000～1,0000人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

2010 2050

※三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

37,500人17,500人

介護老人保健施設【2,368】

9,500人 22,500人

救急告示病院【2,214】

※【 】内は全国（三大都市圏を 除く）の施設総数

医療医療・福祉・福祉

対企業サービス対企業サービス

学術研究、学術研究、

教育・学習支援教育・学習支援

小売小売

宿泊・飲食サービス宿泊・飲食サービス

生活関連サービス生活関連サービス

金融金融
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「小さな拠点」

集落 集落

集落

集落

旧役場庁舎

スーパー跡地

診療所
郵便・ATM

旧小学校

ガソリン
スタンド

道の駅

例：小さな拠点づくりに併せてコ
ミュニティバス・デマンドタクシー
などにより交通手段を確保

例：道の駅に農家レストラン、特産品直売
所、コミュニティスペースなどを併設

例：周辺集落や市街地とつながる
生活交通の拠点づくり

例：旧役場庁舎を公民館、
図書館などに活用

例：スーパー撤退後の施設を集落コンビ
ニ、農産物出荷拠点などに活用

例：廃校舎を保育所、デイサービスセ
ンター、体験宿泊施設などに活用

• 急激な人口減少の影響を最も受ける中山間地域等、人口規模の小さい市町村部においては、コンパクト化及びネット
ワーク化による機能の維持再生が必須。

• このため、日常生活に不可欠な施設･機能（商店、診療所等）や地域の交流の場を歩いて動ける一定のエリア内に集め
た「小さな拠点」を形成し、ワンストップで複数の生活サービスを提供するとともに、周辺集落とネットワークでつなぐ地域
づくりを行っていく必要。

• 「小さな拠点」は、日常生活の「守りの砦」となり、地域住民の方々の住み慣れた地域に住み続けたいという思いを支える
役割を果たすだけでなく、市町村の中心部や近隣の地方都市など外部との交流拠点となり、雇用を生み出す「攻めの
砦」の役割も期待される。

５



「小さな拠点」の姿

6

○ 小さな拠点に求められる機能について
「小さな拠点」に求められる機能は、その人口規模・地域の特性、住民のニーズ等によって異なる。
（１）旧小学校区エリア等の人口規模が数百人程度の地域

・ 食料品･日用雑貨などを扱う商店等
・ 診療所等の小規模な医療施設
・ その他地域住民の必要に応じた生活サービス施設

（小規模なガソリンスタンドなど）

（２）平成の合併前の旧町村エリア等の人口規模が数千人程度の地域
・ 食料品、日用雑貨、その他の商品を扱う商店や飲食店など
・ 市役所の出張所などの行政庁舎
・ 歯科診療所等の医療施設
・ 郵便局や、銀行、ＪＡなどの金融機関、その他ガソリンスタンドなどの生活サービス施設
・ その他、地域で必要とされる施設（道の駅、農産物直売所など）

○ 小さな拠点の運営について
（１）「小さな拠点」の整備

・ 既存施設（廃校、旧役場庁舎等）を有効活用若しくは機能を強化したサービス展開を行うケース。

（２）「小さな拠点」の運営･推進体制
・ 既存自治組織や地域のＮＰＯ等、住民主体で運営体制を作るケース。
・ 行政が主体となって地域のあり方などについて検討を行い、運営組織を整備するケース。

（３）「小さな拠点」への行政の関わり方・・・地域づくりに関わるため、行政との連携は不可欠。
・ 住民主導の運営組織に対して、活動への助言やサポートなどを行うケース。
・ 行政が主導して地域の運営計画などを策定し、施設の整備等にも関与するケース。

６



地域・都市間の連携による都市圏の形成

2010年人口

福知山市 8.0万人

舞鶴市 8.9万人

綾部市 3.6万人

宮津市 2.0万人

京丹後市 5.9万人

伊根町 0.2万人

与謝野町 2.3万人

合計 30.9万人

自治体間連携

個性的な商店街の相互利用

良好な域外アクセス

・但馬空港、ＪＲ等による域外アクセス向上

・公共交通を活用した商店街の相互利用 等

・ＩＣカードによる住民の移動情報の把握 等

・医療・教育など住民サービスのシェア・補完 等

ＩＣＴを活用した効率的な公共交通

京都府北部地域の都市圏像
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教育
（中高一貫

進学校等）

医療
（府立
医大）

医療
（国立病
院等）

雇用
（工業

団地）

雇用
（工業

団地）

ＫＴＲを核にした
公共交通ネットワーク

駅・商店街を核に
まち機能を集約・活性化

京丹後市

伊根町

与謝野町

宮津市

綾部市

舞鶴市

福知山市

ＫＴＲ宮津線

ＪＲ

ＫＴＲ宮福線

但馬空港

京都舞鶴港

集
約

集
約

集
約

集
約

集
約



その他地方圏
（5,749万人）

地方における人口移動の推移・「対流」の状況

地方中枢都市
（607万人）

その他地方圏
（5,750万人）

（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より国土交通省作成。
(注)1.地方中枢都市は、札幌市、仙台市、広島市、北九州市、福岡市 ２．その他地方圏は、三大都市圏及び地方中枢都市を除く合計。

２．人口ダム係数は、（その他地方圏から地方中枢都市圏への転出）／ ｛（その他地方圏から地方中枢都市圏への転出）＋（その他地方圏から三大都市圏への流出）｝により算出。

三大都市圏
（6,136万人）

1993年

○最近では、人口移動の規模が全体的に縮小傾向。

○また、都市から地方への人の流れが、逆方向の人の流れを上回っていることから、転入、転出のバランスがとれなく
なってきている。

○その他地方圏からの人口流出の約３割が地方中枢都市に留まる傾向は継続（「人口ダム」係数）。

58.8万人60.9万人
地方中枢都市

（641万人）

三大都市圏
（6,379万人）

2003年

53.0万人45.6万人 地方中枢都市
（666万人）

その他地方圏
（5,519万人）

三大都市圏
（6,553万人）

2013年

45.2万人37.3万人

7.9万人 6.7万人 6.3万人

19.9万人 16.8万人 13.3万人

8.0万人

21.2万人

7.3万人8.1万人

19.4万人 16.6万人

(万人）

(年）
(年）

「 人口ダム」係数 （1993年） 26.5% （2003年）26.8% （2013年）26.8%

地方圏→地方中枢都市
三大都市圏→地方中枢都市
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60.9 
45.6  37.3 

7.9 
6.7 

6.3 

‐58.8  ‐53.0  ‐45.2 

‐8.0  ‐8.1 
‐7.3 

2.0 

‐8.8  ‐9.0 

‐100
‐80
‐60
‐40
‐20
0

20
40
60
80 三大都市圏→地方中枢都市

三大都市圏→地方圏

地方中枢都市→三大都市圏

地方圏→三大都市圏
合計（転入超過）

地方から三大都市圏への転入・転出状況

21.2  19.4  16.6 
7.9  6.7  6.3 

‐19.9  ‐16.8  ‐13.3 
‐8.0  ‐8.1  ‐7.3 

1.2  1.3  2.3 

‐100
‐80
‐60
‐40
‐20
0
20
40
60
80

地方中枢都市の転入・転出状況

地方中枢都市→地方圏

地方中枢都市→三大都市圏

合計（転入超過）



３大都市圏への人口移動と所得、雇用格差

○３大都市圏について転入超過割合と所得格差、雇用格差の関係をみると、
①1990年以前は所得格差との相関が高く（所得が高まると人口流入が増加）、
②1990年代以降は雇用格差との相関が高い（有効求人倍率が相対的に高まると人口流入が増加）。

1.1 

1.2 

1.3 

1.4 

1.5 

1.6 

-0.5 

0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

（年）

（雇用格差、比率）
（所得格差、比率）

（転入超過割合、％）
転入超過割合との相関係数

1955～2011 1955～89 1990～2011
所得格差 0.95          0.97 0.04

1963～2013 1963～89 1990～2013
雇用格差 0.55          0.34       0.93

転入超過割合

所得格差

雇用格差

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定統計）」、内閣府「県民経済計算」より国土交通省国土政策局作成。
（注1）３大都市圏は、東京圏（ 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（ 岐阜県、愛知県、三重県） 、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）をさす。

（注2）転入超過割合は「（転入者－転出者）／日本人人口」、所得格差は「１人当たりの県民所得の３大都市圏平均／全国値（３大都市圏除く）」、

有効求人倍率格差は「有効求人倍率の３大都市圏平均／全国値（３大都市圏除く） 」で計算。
（注３）グラ フ内の数字は各期間の転入超過割合と格差指標の相関係数。
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0.90(‘13) 
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19
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19
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20
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20
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20
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20
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20
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20
11

20
13（年）

（比率） 地方圏内での雇用格差

地方中枢都市所在県

地方圏
（地方中枢都市所在県除く）

都市・地方間での所得、雇用格差の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定統計）」、内閣府「県民経済計算」より国土交通省国土政策局作成。
（注1）所得格差は、３大都市圏の一人当たり所得を１とした時の地方中枢都市ないし地方圏（地方中枢都市を除く）の比率、を表す。

（注２）雇用格差は、３大都市圏の有効求人倍率を１とした時の地方中枢都市所在県ないし地方圏（地方中枢都市所在県を除く）の比率、を表す。

（注３）３大都市圏は、東京圏（ 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（ 岐阜県、愛知県、三重県） 、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）。地方圏は３大都市圏以外。
左グラ フにおける「地方中枢都市」は、札幌市、仙台市（1989～）、広島市、北九州市、福岡市。右グラ フにおける「地方中枢都市所在県」は北海道、宮城県、広島県、福岡県。

○ 地方圏の所得を３大都市圏と比較すると、この20年間で地方中枢都市はあまり格差が縮まっていないが、
それ以外の地方圏の所得格差は改善傾向。この結果、両者の所得格差も縮小。

○ 地方中枢都市所在県とそれ以外の地方圏の雇用格差は徐々に縮まっており足下ではほぼ同じ有効求人倍率に。

（3大都市圏の一人当たり所得＝1）

（3大都市圏の有効求人倍率＝1）
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‐5

0

5

5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 65 67 69 71 73 75 77 79 81 83 85

地方圏における年齢別人口移動の状況

1985→1990 1990→1995

1995→2000 2000→2005

2005→2010

ライフステージでみた人口移動の状況

（出所）総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態」を基に国土交通省国土政策局作成。
（注）１．各年齢の人口移動は、５年前からの移動を示す。

２．ラ イ フステージ毎の移動の表の数値は、大学進学時は19～21歳、就職期は24～26歳、退職時は58～

62歳の平均。
３．地方圏は、三大都市圏を除く都道府県の合計。

○地方圏においては、進学期の人口流出が減少している一方で、就職期にもかつては流入超に転じていたが、最近は

流出超となる傾向。一方で、退職期には、地方圏への人口流入が増加。

○東京圏に居住する者のうち東京圏生まれの比率が特に30-40歳代で上昇。

転入超過数（万人）

大学進学期

就職期

退職期

＜ライフステージ毎の移動者数＞

1985年
→1990年

1990年
→1995年

1995年
→2000年

2000年
→2005年

2005年
→2010年

大学進学期 ▲18.5 ▲15.7 ▲14.1 ▲12.1 ▲11.2

就職期 ＋1.6 ＋3.0 ＋1.2 ▲0.3 ▲2.4

退職期 ＋0.2 ＋0.5 ＋0.9 ＋0.8 ＋1.2

40

50

60

70

80

90

100

割合（％） 東京圏居住者に占める東京圏出生者の割合（年齢別）

1991年 1996年 2001年 2006年 2011年

（全体）

1991年 67.3%
1996年 68.4%
2001年 68.1%
2006年 73.2%
2011年 68.1%

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「人口移動調査」を基に作成。

（注）１.東京圏とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
２.出生県不詳を除く。

30-40歳代で東京圏
出生者割合が上昇

（単位：万人）
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地方への移住の意向とその条件

（出典）内閣府「人口、経済社会等の日本の将来像に関する世論調査」（平成26年10月）を基に作成。
（注）右グラ フの色は、赤：雇用関連、黄：生活関連、青：その他の項目。

21.3 18.4 33.3 26.2
0.8

総数（478人）

地方への移住の意向
「思う」 「どちらかといえば思う」 「どちらかといえば思わない」 「思わない」

「わからない」

26.1

16.7

20.6

16.3

31.9

34.6

21.0

31.3

0.4

1.3

男性（238人）

女性（240人）

34.1

23.7

27.9

17.5

16.7

16.8

18.2

33.9

23.3

20.0

8.9

13.4

34.1

27.1

33.7

41.3

38.9

26.1

11.4

13.6

15.1

21.3

35.6

42.0

2.3

1.7

1.7

0 20 40 60 80 100

２０～２９歳（44人）

３０～３９歳（59人）

４０～４９歳（86人）

５０～５９歳（80人）

６０～６９歳（90人）

７０歳以上（119人）

52.3

51.2

51.1

48.9

42.6

35.3

26.8

25.3

14.2

10.0

1.6

1.1

－

0 10 20 30 40 50 60

教育，医療・福祉などの利便性が高いこと

居住に必要な家屋や土地が安く得られること

生活の場や文化イ ベントなどが充実していること

移住に必要な情報提供などの自治体の支援がある

今の職場より魅力的な職場があること

道路などの社会基盤が整備されていること

今の職場が地方に移転すること

今の職場を退職すること

その他

特にない

わからない

地方へ移住する条件
（%）

（%）

（性別）

（年齢別）

39.7

57.6

○都市に住む人の4割が「地方に移住してもよいと思う」又は「どちらかといえば思う」と考えており、年齢別にみると、20
～40歳代でそれぞれ半数を超えている。

○地方へ移住をする上での条件は、半数の者が、「教育、医療・福祉などの利便性が高いこと」、「居住に必要な家屋
や土地が安く得られること」といった生活関連の充実を挙げる者が多い。
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16%
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2%
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3%

1%
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5%

5%

5%

6%

6%

3%

4%

4%

4%

4%

4%

10%

11%

10%

10%

11%

9%

16%

15%

16%

16%

17%

17%

1%

2%

4%

5%

6%

9%

1万人未満

(自治体数=469)

1万～5万人

(自治体数=720）

5万～10万人

(自治体数=271)

10万～30万人

(自治体数=194)

30万人以上

(自治体数=54)

政令指定都市等

(自治体数=20)

市町村の人口規模別、就業者の産業別構成比（2010年）

農林水産業 製造業、鉱業，採石業，砂利採取業 建設業

情報通信業 運輸業、郵便業 卸売業、小売業

金融業、保険業 学術研究、専門・技術サービス業 宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業,娯楽業 医療・福祉 その他サービス業

分類不能の産業

製造業、鉱業等 建設業

人口規模別の産業構成比（就業者数）

（出典）総務省「平成22年国勢調査」より作成。

（注）その他サービス業は、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「不動産業、物品賃貸業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」、「公務（他に分類されるも
のを除く）」の合計。

○全体的に人口規模の大きい市町村ほど、サービス産業化が進行。

○小規模の市町村ほど、農林漁業就業者の割合が高い。また、製造業就業者の割合は、中規模の市町村で高い。

○卸売業、小売業は大規模な市町村ほど割合が高くなっている。
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（出典）内閣府「県民経済計算」の平成23年度データを基に国土交通省国土政策局作成。
（注）（特化係数）＝（地域iのｊ産業の構成比）／（全国のｊ産業の構成比）

特化係数は、地域のある産業の生産額が地域全体の生産額に占めるシェアを、全国の当該産業のシェアと比較したものであり、その地域が全国の平均的な産業構造の姿と比べてどの産業に

特化しているかを示す。１より大きければ、その産業に特化していることを示す。

○ 第三次産業は、地域間のバラツキが小さく、どの地域でも産業として概ね同様の構成になっている。
○ 第一次産業、第二次産業については、地域によって特色が大きく分かれる。
・北海道、東北圏、中国圏、四国圏、九州圏、沖縄圏は、主に第一次産業及び素材型産業に強み
・北陸圏、中部圏は、主に加工型産業に強み
・首都圏、近畿圏は、平均的な産業構成

各地域の産業構造（特化係数）
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏 中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏 沖縄県
農業 3.3 2.5 0.5 1.0 0.8 0.4 1.0 1.8 2.0 1.7
林業 2.4 2.4 0.2 1.0 1.3 0.4 2.0 4.7 1.9 0.3

水産業 6.2 1.6 0.2 1.4 0.8 0.3 1.4 2.9 2.7 1.8
鉱業 1.9 4.1 0.4 1.6 0.7 0.2 0.9 1.4 2.1 1.7

食料品 1.2 1.0 0.8 0.3 1.2 1.1 0.8 0.9 1.5 0.9
繊維 0.1 0.6 0.3 8.5 1.5 1.6 1.4 1.5 0.5 0.1

パルプ・紙 2.1 1.2 0.7 1.2 1.3 0.9 0.8 3.9 0.7 0.2
化学 0.1 0.7 1.0 1.6 1.0 1.3 1.4 2.0 0.5 0.1

石油・石炭 0.7 0.1 1.1 0.1 0.6 0.9 3.0 2.9 0.4 1.7
窯業・土石 0.7 1.0 0.7 1.2 1.4 1.3 1.2 1.0 1.4 0.8
鉄鋼・金属 0.6 1.2 0.8 1.5 1.1 1.2 1.6 0.8 0.9 0.2
一般機械 0.1 0.8 0.9 1.6 1.4 1.4 1.1 0.8 0.7 0.0
電気機械 0.3 1.3 0.7 2.0 1.8 0.9 1.0 1.2 1.1 0.0

輸送用機械 0.2 0.4 0.6 0.3 3.3 0.5 1.8 0.8 0.7 0.0
精密機械 0.1 1.5 1.0 1.2 1.3 1.0 0.6 -0.1 1.0 0.1

その他製造業 0.4 0.9 0.9 1.3 1.4 1.1 1.2 0.9 0.7 0.2
建設業 1.4 1.6 0.9 1.2 1.0 0.8 1.0 1.0 1.1 1.7

電気・ガス・水道業 1.2 1.4 0.7 1.9 0.9 1.1 1.5 1.4 1.0 1.4
卸売・小売業 1.0 0.9 1.1 0.9 0.8 1.0 0.9 0.8 1.0 0.9
金融・保険業 0.8 0.8 1.3 0.9 0.8 0.9 0.7 1.0 0.8 0.8 特化係数1.5以上

不動産業 0.9 1.0 1.1 1.0 0.9 1.1 0.9 0.9 1.0 1.0 　　　　　　0.5以下
運輸業 1.6 0.9 0.9 0.9 1.0 1.0 1.0 1.0 1.2 1.2

情報通信業 0.8 0.6 1.4 0.7 0.6 0.9 0.6 0.6 0.8 1.1
サービス業 1.2 1.0 1.0 0.9 0.8 1.0 1.0 1.0 1.1 1.4

A A C B B C A A A A

A；主に第一次産業または第二次産業（素材型産業）に強みを持つ地域

B；主に第二次産業（加工型産業）に強みを持つ地域
C；産業構成が平均的な地域

分類

第二次産業

第一次産業

素材型産業

加工型産業

その他

第三次産業



サービス産業で低い労働生産性
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（出典）経済産業省「平成25年度通商白書」。

○サービス産業など非製造業は、労働生産性が総じて低く、その向上が課題。
○人口の小規模な市町村になるほど、特に卸売業・小売業や生活関連サービスなどの労働生産性が低くなっている。

従業者一人当たり付加価値額（労働生産性）

（出典）平成24年経済センサス活動調査
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生活関連サービス業，娯楽業
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15
100万人以上 50～100万人 30～50万人 10～30万人 5～10万人 5万人未満

（米国＝100）

（米国＝100）

（百万円/人） （百万円/人）
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市町村の人口


